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北大研究戦略

研究戦略室

ー第４期研究戦略プランー
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第４期の本学における研究力強化に資するため

研 究 戦 略 策 定 の 目 的

基 礎 資 料

北海道大学近未来戦略150

北海道大学第４期中期目標・中期計画

－第４期中期目標・中期計画における各指標達成，指定国立大学法人認定，客観・共通指標による評価の上位ランクを目指す－

形 式 ： マ ン ダ ラ チ ャ ー ト

全体像を可視化し，現状や今後の対応策を一目で把握

目標 ＞ 戦略 ＞ 戦術 ＞ 具体的アクションプラン で階層化
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目標 戦略

Ⅰ 世界トップレベルの
研究推進

Ⅱ 研究力を重視した若
手人材・教員人事改革

Ⅲ 外部資金獲得等
経営的収入の確保

Ⅳ 産学連携強化

Ⅴ 社会課題解決へ
の貢献

Ⅵ 研究効率を最大化
する研究環境の整備Ⅶ 基礎研究の充実

Ⅷ 研究ガバナンス 比類なき大学へ

戦術
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感染症研究
拠点の設置

大型異分野融合
研究充実

環境科学・食水
土資源・北極域

の強化

人文社会科学
系分野の強化

共共拠点の
機能強化

海外先端的
研究拠点への

派遣制度

データ駆動型
研究創発拠点
の体制構築

教育と連動した世界
最高水準の

研究拠点構築
（ICReDD等）

GI-CoRE等先進的
な国際共同研究

・教育の推進

創成特定研究事業
による異分野融合

研究の推進

論文業績データに基
づいて世界に伍する
融合研究領域の

抽出する手法の構築

D-REDによる多様な
研究分野とデータ駆動型
サイエンスによる先端融合

研究を推進

国際的に有用な研究
資源を活用した共同

利用・共同研究を通じて
、国内外研究機関との

共同研究を実施

サバティカル等を活用
した海外先端的研究

拠点への派遣（訪問）
の制度化

研究戦略室（創成）と
共共拠点との連携強化・
意見交換等の実施

ワクチン開発など世界の
課題解決に貢献する感染症

に係る研究拠点の早期
設置・運用

先住民・文化的多様性
国際研究拠点の設立

文理共創による共同
研究推進・研究成果

発信の強化

北大の特色ある実学
研究を基盤とした
融合研究を推進

MANABIYAシステム
による新世代の
研究者を育成

目標 戦術

② ②⑭ ⑭

⑱

⑱

②

⑮

◯第4期中目中計・大綱番号戦略

a b c

d

e

f

ghi

j

k

l

Ⅰ世界トップレベル
の研究推進

GI-CoREにおける共同
研究先である海外大学
との研究を継続実施

創成特定研究事業により
採択された研究チームに
対する研究資金提供，
URA等を活用した全学的
研究マネジメント支援実施

客観的エビデンスデータに
基づき融合研究領域を
抽出する手法を構築し，
本学が世界に伍する異分
野融合研究領域を設定

・アンビシャス若手研究者
海外派遣事業（仮称）
の検討・実施，科研費

「国際先導研究」，「国際
共同研究強化」の推奨

多種多様なプロジェクト
を申請，大型受託・共
同研究の契約締結

アンビシャス若手研究者
海外派遣事業（仮称）
プログラムの検討・実施

共同研究の進捗状況等
積極的な意見交換実施
（中間・期末評価時等）

ワクチン開発拠点事業の
申請・運用・活動支援

共同利用・共同拠点申請
の検討・創成特定研究
事業において文理共創枠
設置の検討

人文社会科学系
フォーラム開催・
後方支援

多種多様なプロジェクト
を申請，大型受託・共
同研究の契約締結

・MANABIYAにおいて
研究者受入・育成

・企業研究者との
コラボレーション推進

・化学反応創成学に関する
教育プログラムの策定・実施

具体的なアクションプラン
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アンビシャス准教
授制度の強化

アンビシャス特任助教へ
の研究支援

女性限定公募など
女性教員の上位職へ

の採用・育成

将来のリーダーとなる
国内外の優秀な若手

研究者を獲得・
育成・確保

スカウト制度の構築・
学内の優秀な研究者

が本学で研究を
続けられる

環境の整備

PI人件費制度をはじめと
した外部資金に対する

インセンティブ制度
を構築・運用

論文指標に対する
インセンティブ支援
制度の構築・運用

海外研究Ｇとの共同
研究体制の構築・
海外研究者への
コミュニティ参画

年齢構成の適正化、
多様性のある雇用、

グローバルに競争力のある
教員の確保のため、

人事計画の着実な実行管理

ライフイベントでのキャリア
ロスがない支援体制
構築・学内施設改善

部局横断シンポジウム
開催を通じた若手異分野

融合研究支援・
交流の場を企画・実施

MANABIYAシステムに
よる新世代の研究者

を育成

Ⅱ研究力を重視した
若手人材

・教員人事改革

博士後期課程
学生・若手研究者
に対する研究支援

若手研究者の育成

優秀な教員の
獲得・確保

インセンティブ・
支援制度

アンビシャス若手
研究者海外派遣

支援
ダイバー推進

部局横断
シンポジウム

の推進

② ② ②

⑱管

科研費採択支援・スキル
アップセミナーの実施

a b c

d

e

f

ghi

j

k

l

ダイバーシティ・インクルー
ジョン推進本部等を活用
した多様な人事モニタ
リング・提言

「アンビシャス若手研究者海外
派遣事業（仮称）」プログ
ラムの検討・実施、国際部と
連携した海外研究機関との
連携強化

論文指標に対する
インセンティブ支援制度
検討

大型の科研費獲得，
共同研究締結者等に対す
るインセンティブ制度検討
PI人件費、バイアウト制度
等の定着・改善

アンビシャステニュアトラック
制度を活用した学外から
優秀な研究者をスカウト
する等の整備検討

アンビシャステニュアトラック
制度による採用・育成
（交流会実施など）

女性研究者版
アンビシャステニュア
トラック制度による
採用・育成

アンビシャス特別助教
制度による採用・育成支援

博士後期課程学生，PD，
アンビシャス特別助教等を
対象とした科研費採択支援
の実施

・MANABIYAにおいて
研究者受入・育成
・企業研究者との
コラボレーション推進
・化学反応創成学に関する
教育プログラムの策定・実施

部局主催のシンポジウム
における後方支援実施
（アンビシャス教員の
参加支援）

ダイバーシティ・インクルー
ジョン推進本部による
企画・運用
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大型補助金等の
申請支援

特に科研費上位種目へ
の挑戦を促進させるため

の支援を強化

共同研究収入増に
向けた開拓・シーズ発掘

の仕組み作りと推進
URA等による大型補助金

等の申請支援

関係省庁への情報収集
・打ち込みの強化

共同研究・学術コンサル
ティングにおける

インセンティブ制度
の創設

特許収入増に向けた
開拓・シーズ発掘

の仕組み作りと推進

ライフサイエンスや材料
を中心とした単独特許

を創出

大学公認の
クラウドファンディングサイト

の設立・実施

寄付募集体制の強化
・北大フロンティア基金

の増収

URAステーション・
部局URA

（研究支援職）
連携による支援
プログラムの実施

特に民間企業の入居
・OF等の利用による

施設等使用料増の強化

URAステーション・部局URA
（研究支援職）

連携による科研費支援
プログラムの実施

Ⅲ外部資金獲得
等経営的収入

の確保

科研費採択支援
産地機構強化
による大型受託
・共同研究増加

共同研究への
インセンティブ

強化

ライセンス開拓・
シーズ発掘による

特許収入増
寄付体制の強化

JST さきがけ・
CREST・AMED等

申請支援

インキュベーション
施設・

オープンファシリティ
等の充実

㉓

㉓

㉓ ㉓

a b c

d

e

f

ghi

j

k

l

研究種目ステップアップ
支援事業等の実施

BIツール等の活用
・将来社会像からの
先読み探索
・部局URAとの連携

全学的組織における
拠点形成支援

研究戦略室・URA連携
による情報収集体制を
構築

大型の科研費，
共同研究獲得者に対する
インセンティブ制度の検討

BIツール等の活用・将来
社会像からの先読み探索
・部局URAとの連携
・単独特許出願の強化

BIツール等の活用
・世界的創薬ニーズによる
探索・部局URAとの連携
・単独特許出願の強化

クラウドファンディング
制度運用に向けた検討

ファンドレイザーの増員
によるファンドレイジング
機能を強化

模擬面接の実施・
採択済申請書閲覧
システムの構築

学外施設の状況分析と、
学内施設の利活用方策
の検討を進めるとともに、
学外への広報活動強化

部局URA（研究支援職）
の増員と、本部URAとの
連携強化
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マーケティング
強化

執行部からの情報発信
・部局廻りなど全学的

啓発活動の強化・意識改革

産業創出部門
（組織対組織型共同研究）

数の増加・外部への発信
を強化

産地機構のマーケッティング
機能を強化・研究提案

（プレゼン）能力の向上

首都圏・海外へのマーケ
ティング強化

東京オフィスを活用し、
企業訪問によるニーズ

発掘・研究者の
結び付け推進

学内における
サロン施設
の整備検討

異業種が集まるサロン
の場において，

企業連携型研究
テーマ発掘支援

D-REDによる価値
共創型産学連携の推進インキュベーション施設

の充実による企業誘致

北キャンパスへの
スタートアップﾟ企業

の誘致

札幌市、道経連との
連携により、北大発
ベンチャーの立ち上げ

を加速

共同研究収入増に向けた
開拓・シーズ発掘

の仕組み作りと推進

Ⅳ産学連携強化

大学一丸となった
産学連携強化

産業創出部門
の増加

東京オフィス
活動強化

大学サロン設置
データ駆動型研究

創発拠点の
体制構築

北キャンパスの
活性化

ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ支援
体制強化

㉓ ㉓ ㉓

㉓

①①①

①

a b c

d

e

f

ghi

j

k

l

産学連携体制における
部局長等との意見交換
と、FD研修などを通じた
部局等への情報発信

首都圏にターゲットをおいた
「対面による役員クラスへの
初動対応」の推進

主要都市圏でのシーズ発表，
海外へ拠点の積極的展開

首都圏機能の増強，
海外への積極的展開

LINK－J等との連携
を通じた企業への研
究の結びつけと，事
業化への支援，海外
への積極的展開

大学サロン整備の検討

大学サロン整備の検討データ駆動型研究創発
拠点の設置・運用

産学連携インキュベーション
施設の拡大検討

営業の強化・ニーズに
合わせた入居施設改修

北大R&BP構想及び
HSFC（HX）の活動
による支援・北大発
スタートアップ企業の
創出推進

BIツール等の活用・将来
社会像からの先読み探
索・部局URAとの連携
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自治体の課題抽出と
解決策の提案・推進

社会課題解決に向けた
学内・企業・地域等

横断プロジェクト支援

地域協働の推進及び
地域協働を担う

人材を育成

北海道の強みを活かす
コンソーシアム型

オープンイノベーション
の推進

札幌市、道経連との連携
により、北大発ベンチャー

の立ち上げを加速

DEMOLA・ハルトプライズ
等のプログラムを中心に、

北海道全体の
アントレプレナー

教育を推進

共同研究の
高付加価値化・

地方創生研究の推進

SDGS事業の取組みを
通じ本学のプレゼンス
・ブランド力を高め、

社会に与えるインパクト
の強化に貢献

ベンチャー街の充実

北海道連絡会
（Hokkaido Cubix）

運営による北海道・
ノーステック財団との

有機的連携

スマート農工水産業、
カーボンニュートラルなど

解決に向けた
実フィールド研究

を推進

関係省庁や企業
への情報収集・
打ち込みの強化

Ⅴ社会課題解決
への貢献

自立型コミュニティー
構想の実現

地域バイオコミュニティ
関連拠点領域

の設立

北大発
スタートアップ

企業創出

アントレプレナー
教育から

New Ambitious
教育の全学的展開

ＳＤＧｓの推進北大R&BP活動
の推進

世界の課題解決
に向けた研究推進

⑮ ①⑮ ①⑮

①

①独①

①

社会・地域創発
本部の設置

a b c

d

e

f

ghi

j

k

l

自治体連携に向けた
情報収集・プロジェクト化
検討・課題解決のための
企画立案

地域バイオコミュニティ
（Hokkaido-Cubix）

の運営

社会・地域創発本部
による大学と自治体等
の共創を検討・実現

社会・地域創発本部
によるプロジェクト部門
への支援

北大R&BP構想及び
HSFC（HX）の活動
による支援・北大発
スタートアップ企業の
創出推進

DEMOLA・ハルトプライ
ズ等のプログラムを中心
とした北海道全体のアン
トレプレナー教育を実施

学術コンサルティング制度
の定着・学術貢献費の
直接経費への計上の
徹底等

SDGsに係るシーズの整
理と、フォーラム・シンポ
ジウムを開催・Webサイト
のコンテンツ企画

自治体と連携した
北キャンパス地区の
計画的開発の推進

研究戦略室・URA
連携による情報収
集体制を構築

新しい融合研究分野の
創出・地球規模の課題
解決のため多種多様な
プロジェクト申請、大型
受託・共同研究の支援

自治体，企業，
大学の関係者が
集うサロン整備
の検討
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URAの増員・部局配置
およびキャリアパスを構築
・人員の適材適所の運用

を実施

高度技術専門職員の
育成・充実

（セキュリティ技術人材含む）
研究DX対応人材

の確保・育成

研究基盤IRの構築
・オープンファシリティ

機能強化

共用研究機器数の増加
および簡易な活用

（リモート化）
方法による

研究効率化を支援

研究DXのための
研究者コミュニティ

の形成

研究DXの活用
支援の充実

（VR、ARなどの積極
的活用など）

研究協力系の事務の
簡素化・事務職員の

能力向上・教員と事務職員
のコミュニケーション向上

研究DX実現のための
情報基盤・情報環境

の整備

ポストコロナ社会を見据
えた設備環境の整備

分野融合による新
学際領域の創出と

拠点形成

URA・大学執行部
・部局との有機的連携
強化・各種戦略立案

Ⅵ研究効率を
最大化する

研究環境の整備

URA職の
機能強化

高度技術専門職員
の育成・充実

共用研究機器の
増加・推進

研究手法の変革
（DX）

研究支援事務処理
の効率化

研究開発環境
の整備

部局を超えた知
のプラットフォーム

㉒ ㉒

㉒

㉒

a b c

d

e

f

ghi

j

k

l

先端的な情報技術の
活用検討

職員向け研究推進
に係る研修の実施

大規模計算・大容量
ストレージ基盤の整備
検討

セキュリティ等の利用者
教育，研究者間
ネットワークの実現検討

研究機器のリモート化
普及に係わるDX化の
推進

エビデンスに基づいた
共用機器の戦略的な
高度化・更新体制
を構築

研究DX対応人材の
確保の検討

技術職員のスキル
アップを図るための
SD研修等を実施

URA認定制度の
運用開始・URA研修会
の実施、研究者との協
業機会の検討

URAと部局との
意見交換の実施

Web等を利用した研
究に関する情報交換の
場を設置・運用、創成
特定研究の活用による
融合研究の推進

研究機器のリモート化の
普及と、DX化の推進に
よるGFCを中核とした
オープンファシリティの充実

研究データ
マネジメント支援
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基礎研究の充実に向けた
研究（費）支援

北大の強みを生かした
人文・社会系が主導する

研究の充実・強化

IFの高いオープンアクセス
誌等への掲載料支援

部局横断シンポジウム
の開催

大型研究種目応募
採択支援

若手研究者向けの
応募・採択支援

オープンファシリティの
優先活用

研究IRを活用した教員
人事（採用・昇任）
・業績評価の検討

学内の優秀な研究者
等が本学で研究を続け

られる環境の構築

サバティカル等を活用
した海外先端的

研究拠点
への派遣（訪問）

の制度化

教育・管理運営等の
デューティーを一定期間
外し研究に専念できる

制度を構築・運用

Ⅶ基礎研究の充実

外部資金獲得の
啓蒙と必要最小限

の資金提供
人文社会科学系

分野の強化

文理融合
（異分野）

支援

科研費採択支援博士後期課程学生
に対する研究支援

研究力を重視した
教員人事（選考）

学内サバティカル
制度

②

a b c

d

e

f

ghi

j

k

l

若手研究者向け基礎
研究支援事業の検討・
実施

人社系研究分野の
外部資金獲得支援，
産学連携支援

研究組織と分野（学際
・融合領域を含む）ごと
の論文のインパクト指標
を目標値化・実施

IFの高いオープンアク
セス誌等への掲載料
支援実施

部局横断システムの
後方支援

研究種目ステップアップ
支援事業等を実施

申請書チェック，採択済
申請書閲覧システムの
充実化

博士課程学生対象と
した利用料減免などの
運用

リサーチマップを活用
（連動）した業績評価
システムを検討

快適な研究環境を
構築するため教員
へのアンケート調査
を実施

部局等の協力によりエ
フォート管理によって教
育・管理運営等の
デューティーを低減する
制度を構築・運用

アンビシャス若手研究者
海外派遣事業（仮称）
プログラムの検討・実施

Top10％論文等
向上支援

研究組織と分野（学際
・融合領域を含む）ごと
の論文のインパクト指標
を目標値化・実施
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研究者データ管理
（データ利活用）

特定研究大学制度
（案）の対応検討

全学の広報戦略と連動
した研究広報戦略

ガイドライン構築・発信

研究データポリシー
・ガイドラインの策定・運用

研究者情報・研究成果の
収集・管理・利活用の

体制を確立・運用

執行部・総長室と教職員
との意見交換などの
意識改革の充実化

安全保障輸出管理・
研究インティグリティ

・ABS等の研究リスク
を一元的に管理する

体制確立・運用

リスクマネジメント
教育の充実

研究戦略室・
URAステーション・

創成研究機構
・産学地域推進協働

との連携強化

総長をトップとする
研究活動・研究費不正

防止の体制の強化

研究活動・
研究費不正防止

に向けた
啓発活動の強化

研究基盤マネジメント
サイクルの
構築・運用

10兆円ファンドの検討

Ⅷ研究ガバナンス

特定研究大学
（仮称）の対応

研究広報戦略
体制の強化

教職員の意識
（意欲）向上改革

安全保障輸出管理
・研究インティグリティ

・ABS

研究・産学連携の
組織連携強化

研究不正
防止強化

コアファシリティ
マネジメント

㉒

管

a b c

d

e

f

ghi

j

k

l

認定要件指標（研究・
産学連携関係）とその
充足に向けた前もっての
検討

全学研究広報戦略
の在り方検討・
ガイドライン策定

研究データポリシー，
詳細・解説を策定と
教職員への周知と着実な
運用

RM等を活用した研究者
情報・研究成果の収集・
管理・利活用の体制を
構築・策定

執行部と部局等との
意見交換実施
（研究関連）

研究公正推進室の
設置・運用

研究リスクに関する
研修の実施

定期的な合同ミーティ
ング開催など情報共有
の充実

トップからの研究不正
断絶のメッセージ発信
や学内諸会議での指
導・助言

国際卓越研究大学制度
（仮称）認定に向けた
検討（研究関係）

研究基盤高度化委員
会の開催など研究基
盤マネジメントサイクル
の運用

部局等の長と連携した
不正防止研修の継続，
ポスター掲示など啓発
活動の実施
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